
平成18年2月3日
兼松株式会社

平成１８年３月期　第３四半期　連結業績ハイライト

（単位：億円）

平成17年3月期 平成18年3月期

増減額 増減率 進捗率

　売上高 4,324 6,573 4,677 3,059 7,736

　売上総利益 340 509 352 215 567

　売上総利益率 7.9% 7.7% 7.5% 7.0% 7.3%

　　販売費及び一般管理費 262 395 272 179 451

　営業利益 78 114 80 36 116

　　営業外収益 22 33 23 25 48

　　営業外費用 44 63 44 23 67

　経常利益 57 85 59 38 97

　　特別利益 3 4 23 15 38

　　特別損失 33 41 309 5 314

　　税金等調整前当期純損益 28 48 △ 227 48 △ 179

　当期純損益 15 26 △ 242 31 △ 211

（単位：億円）

売上高 営業利益
平成17年3月期 平成18年3月期 前年同期比 平成17年3月期 平成18年3月期 前年同期比
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増減額 増減率
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四半期累計
増減額 増減率

 　Ｉ　　　　　Ｔ 1,857 2,073 216 11.7% 24

　食　　　　料 1,049 1,389 340 32.5% 16

　鉄　　　　鋼 904 932 28 3.0% 38

　プ  ラ  ン ト 681 748 67 10.0% 7

　鉄鋼・プラント 1,585 1,680 95 6.0% 45

　エネルギー 1,384 1,864 480 34.7% 8

　ライフサイエンス 238 214 △ 24 △10.0% 6

　ライフサイエンス・エネルギー 1,622 2,078 456 28.1% 14

　繊      維 422 404 △ 18 △4.3% 8

　その他・消去 38 112 74 193.3% 7

　合      計 6,573 7,736 1,163 17.7% 114

（単位：億円）

増減

　総資産 594

　ネット有利子負債 △ 3

　自己資本 △ 96

　自己資本比率 △2.4%

　ネットＤＥＲ（倍） 2.3

前年同期比
平成18年3月期見通し

(H18.2.3公表）
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収益の状況

事業別セグメント情報

資産・負債および
資本の状況

主な増減要因

【売上高・売上総利益】
新規連結適用会社の影響、エネル
ギーの好調により増加。
【販管費】
新規連結適用会社の影響およびシ
ステム開発投資等により増加。
【営業利益】
鉄鋼・プラント、エネルギーの好調
が食糧、繊維の不調をカバー。売上
総利益の伸長に伴い販管費増もあ
り、ほぼ横這い。
【営業外収支】
円安の影響や持分法投資損益の良
化により改善。
【経常利益】
営業外収支が改善により増益。
【当期純利益】
資産の健全化を図る為に中間期に
計上した特別損失が大きく影響し
△２１１億円。

主な増減要因

【Ｉ　　Ｔ】モバイルや半導体装置関連
が好調に推移し全体としては増益な
がら、新規連結適用会社の季節的
要因により減益。通期ではキャッチ
アップの見通し。
【食　料】豪州産牛仕入値高騰なるも
国内消費振るわず価格転嫁進まず
苦戦等により減益。
【鉄鋼･プラント】鉄鋼は米国での石
油および天然ガス採掘用パイプ取引
が引続き好調、プラントも子会社での
工作機械取引が好調を続け、増収
増益。
【ライフサイエンス･エネルギー】エネ
ルギーは、寒波の影響で石油製品
の需要が高まり増収増益。
【繊　維】原料テキスタイル等の苦戦
継続。新規事業取組に伴う先行投資
もあり減収減益。

【総資産】
中間期では減損処理により一時減少したが、
新規連結適用会社の増加により増加。
【ネット有利子負債】

【自己資本】９２億円
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資産・負債および
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主な増減要因

【売上高・売上総利益】
モバイル、工作機械、エネルギーの
好調に加え、新規連結適用会社の
影響もあり増加。

【営業利益】
システム開発投資や新規連結適用
会社の影響の他、売上総利益の伸
長に伴う販管費が増加し、営業利
益は微増。

【経常利益】
受取配当金の増加や持分法投資損
益の改善等により、大幅増益。

【当期純損益】
完全復活のための 終地固めをす
べく減損計上や貸倒引当金の積増
し等の大幅損失処理を行ったことに
より２１１億円の損失。

主な増減要因

【Ｉ　　Ｔ】モバイルや半導体製造装置
関連が好調に推移し増収となった
が、新規連結適用の兼松エレクトロ
ニクスやメモレックス・テレックス等の
収益計上が期末に集中するため減
益。通期でキャッチアップする見込
み。
【食　料】豪州産牛肉の仕入れ値が
高騰するも、価格転嫁が進まず苦戦
し減益。
【鉄鋼･プラント】鉄鋼は米国での石
油および天然ガス採掘用パイプ取引
が引続き好調、プラントも子会社での
工作機械取引が好調を続け、増収
増益。
【ライフサイエンス･エネルギー】エネ
ルギーは、寒波の影響で石油製品
の需要が高まり、増収増益。
【繊　維】新規事業取組に伴う先行投
資等により減益。

主な増減要因

【総資産】　資産内容の見直しにより固定資産が減少したが、
Ｍ＆Ａ等による事業領域拡大により営業資産が大幅に増加し、
前期末比５９３億円増加。

【自己資本】　利益剰余金がマイナスとなったが、円安・株高の影
響でその他有価証券評価差額金ならびに為替換算調整勘定が
改善した結果２８４億円。
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　　売上高・売上総利益・営業利益・経常利益いずれも前年同期比増加
　　　　　・売上高は７，７３６億円で前年同期比１７．７％（１，１６３億円）の増収
　　　　　・売上総利益は売上高増加に伴い前年同期比１１．４％（５８億円）の増益
　　　　　・営業利益は、システム開発投資や新規連結適用会社の影響で販管比が増加した為、前年同期比１．６％（２億円）の微増
　　　　　・経常利益は受取配当金の増加や持分法投資損益の改善等により９７億円と、前年同期比１４．９％（１２億円）の増益
　　　　　・当期純利益は、昨年１１月１日発表のとおり、完全復活のための 終地固めをすべく損失処理を一挙に行ったことにより、
　　　　　　２１１億円の損失
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新規連結適用会社の増加により増加。
【ネット有利子負債】

【自己資本】９２億円

事業別セグメント情報

資産・負債および
資本の状況

　
　　売上高・売上総利益・営業利益・経常利益いずれも前年同期比増加
　　　　・売上高は７，７３６億円で前年同期比１７．７％（１，１６３億円）の増収
　　　　・売上総利益は売上高増加に伴い前年同期比１１．４％（５８億円）の増益
　　　　・営業利益は、システム開発投資や新規連結適用会社の影響で販管費率が上昇し、前年同期比１．６％（２億円）の微増
　　　　・経常利益は受取配当金の増加や持分法投資損益の改善等により９７億円と、前年同期比１４．９％（１２億円）の増益
　　　　・当期純利益は、昨年１１月１日発表のとおり、完全復活のための 終地固めをすべく損失処理を一挙に行ったことにより、
　　　　　２１１億円の損失

主な増減要因

【売上高・売上総利益】
モバイル、工作機械、エネルギーの
好調に加え、新規連結適用会社の
影響もあり増加。

【営業利益】
システム開発投資や新規連結適用
会社の影響で販管費率が上昇し、
営業利益は微増。

【経常利益】
受取配当金の増加や持分法投資損
益の改善等により増益。

【当期純損益】
完全復活のための 終地固めをす
べく減損計上や貸倒引当金の積増
し等の大幅損失処理を行ったことに
より２１１億円の損失。

主な増減要因

【Ｉ　　Ｔ】モバイルや半導体製造装置
関連が好調に推移し増収となった
が、新規連結適用の兼松エレクトロ
ニクスやメモレックス・テレックス等の
収益計上が期末に集中するため、第
３Ｑは振るわず減益。通期でキャッチ
アップする見込み。
【食　料】畜水産は仕入れ値の高騰
や円安の影響で売上高増となるも、
価格転嫁が進まず苦戦し減益。
【鉄鋼･プラント】鉄鋼は米国での石
油および天然ガス採掘用パイプ取引
が引続き好調、プラントも子会社での
工作機械取引が好調を続け、増収
増益。
【ライフサイエンス･エネルギー】エネ
ルギーは、寒波の影響で石油製品
の需要が高まり、増収増益。
【繊　維】新規事業取組に伴う先行投
資等により減益。

主な増減要因

【総資産】　資産内容の見直しにより固定資産が減少したが、
Ｍ＆Ａ等による事業領域拡大により営業資産が大幅に増加し、
前期末比５９４億円増加。

【自己資本】　利益剰余金がマイナスとなったが、円安・株高の影
響でその他有価証券評価差額金ならびに為替換算調整勘定が
改善した結果２８４億円。
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